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気候危機の一層の深刻化
エネルギー危機の影響の長期化懸念

気候危機とエネルギー危機への対応

「"TIME TO ACT"ー今こそ、行動を加速する時」

都民生活や事業活動に多大な影響
脱炭素化の取組がエネルギー安全保障の確保と一体

エネルギーの大消費地・東京の責務として、経済、健康、レジリエンスの確保を見据え、

2030年カーボンハーフの実現に向け、脱炭素社会の基盤を早期に確立することが急務

よりレジリエントで豊かな住みよい都市東京を実現

・都内CO2排出量の７割が建物でのエネルギー使用に起因

・2050年時点では、建物ストックの約半数（住宅は7割）が

今後新築される建物に置き換わる見込み

・2050年の東京の姿を形作る新築建物への対策が極めて重要

・都内の住宅屋根への太陽光発電設備設置量は限定的

大都市東京ならではの強み “屋根”を最大限活用

・家庭部門のエネルギー消費量は、2000 年度比で唯一増加

（各部門別）。一層の対策強化が必要

東京の特性を踏まえ、気候変動対策を抜本的に強化・徹底、加速度的に推進し、

都内CO2排出量部門別構成比 都内住宅の状況（2050年に向けた推移）

都内の太陽光発電設備設置割合 部門別最終エネルギー消費の推移

■東京の姿を左右する建物対策

■都内の大きなポテンシャル “屋根”
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建物関連が
７割超

未設置＝大きなポテンシャル

家庭部門



制度強化・拡充の方向性

＜新 築＞ ＜既 存＞

大規模

中小規模

建築物環境計画書制度 キャップ＆トレード制度

地球温暖化対策報告書制度

（マンション含む）

・断熱・省エネ性能
の基準の強化 等

・太陽光発電等再エネ設備、
ZEV充電設備の整備義務

建築物環境報告書制度（仮称）

・太陽光発電、ZEV充電設備の整備義務

・CO2排出
総量削減義務

・低炭素電力に
よる排出量削減

・CO2排出量、
省エネ対策
の報告義務

・再エネ利用
の報告義務

2,000㎡以上

2,000㎡未満

・再エネの導入、
利用検討義務

・再エネ利用拡大を
促す仕組みの充実

・積極的な取組を後押し
するインセンティブ策 等

・2030年目標の設定と
達成状況の報告義務

・積極的な取組を後押し
する仕組みの拡充 等・断熱・省エネ性能設備の整備義務 等

・断熱・省エネ性能
の基準への
適合義務 ※住宅除く

省 省

省

エリア
（都市開発・
エネマネ）

再エネ
供給

地域エネルギー有効利用計画制度

エネルギー環境計画書制度

強化

・ゼロエミ地区形成に向け、都がガイドラインを策定、開発事業者が脱炭素化方針を策定・公表 等

・都が再エネ電力割合の2030年度目標水準を設定、供給事業者が目標設定や実績等を報告・公表 等

強化

強化

強化強化

新設

省

再

再再

家庭部門のエネルギー消費量の削減や「健康住宅」の標準化・普及を促進
年間着工棟数の98％を占める中小規模建物を対象とした新制度を導入し、

２



集合住宅への設置促進を検討

東京ゼロエミ住宅補助等の支援で進展

脱炭素化に向けたロードマップを強力に推進①

都内オンサイト
再エネ設備設置
(太陽光パネル、蓄電池、
太陽熱、地中熱等)

都外再エネ設備(PPA等)
再エネ100％等電力の
利用促進

電力供給側(系統電力)

の再エネ割合拡大

再エネ電力のグループ購入

RE100など企業の取組開始

キャップ＆トレード制度等の強化

サプライチェーンの強化

再エネ割合の段階的な拡大

使
用
エ
ネ
ル
ギ
ー

％
脱
炭
素
化

100

2030年度新目標

2019年度

現目標
130万kW

３倍超

61.0万kW

200万kW
以上

都内太陽光発電設備導入量（オンサイト設置目標）

再エネ設備価格低下による一層の設置拡大

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

2021 ～2026 ～2030 ～2050

新築建物への設置義務化等で
大きく加速

一層の設置拡大

地方連携の強化、風力発電の拡大等

設置可能な都有施設へ100％設置
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2021 2026 2030

都内オンサイト設置

都外再エネ設備(PPA)

系統電力再エネ割合

（単位：%)

再エネ100%等電力

都内再エネ電力利用割合

都外PPA(都内消費)支援策により
設置推進

東京ゼロエミ住宅への
税制面での優遇措置

都外再エネ(都外消費)の設置支援で促進

（新築・既存建物等）

※2 ※1 東京電力管内
※2 都内事業所に環境価値を還元

※1

都内事業所への設置(都内消費)支援を拡充
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➢ 「2050年ゼロエミッション東京」の実現に向け、制度の構築、都の率先行動、GXの推進などロードマップを強化

都有施設への設置拡大 発電電力利用の最大化
（VPPの構築・蓄電池の活用）

制度等検討 環境基本計画改定・条例制度改正等により加速

都内再エネ電力利用割合 21％程度 30％程度 50％程度 100％脱炭素化

環境基本計画等

カ
ー
ボ
ン
ハ
ー
フ

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
東
京

薄膜太陽光発電など新技術による再エネの
拡大等

エネルギー環境計画書の再エネ供給目標設定等による強化

再エネ割合の
高い電力メニュー
の拡大等



都有施設等への設置拡大

V2H、V2Bの導入によるエネルギーマネジメントへの活用

都有施設のZEB化・省エネ改修、エネルギーマネジメント

新築建物の省エネ・高断熱化の推進

事業者の省エネの推進、設備導入等の支援

制度新設や基準の強化で一層推進
(「建築物環境計画書制度」の見直し等)

制度の強化でさらに推進 (「キャップ&トレード制度」等)

バイオ燃料の活用(車両等)

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
東
京

家庭の省エネ推進

公共工事の低炭素化

実装・拡大

まちづくりを通じた省エネ・再エネの促進 (「都市開発諸制度」の見直し)

水素利用機器の普及・価格低減の促進 (燃料電池の多用途化・多分野での燃焼利用など)

2021 ～2026 ～2030 ～2050

水素利用

水素供給

水
素

都内需要の創出・拡大

建
築
物
・
ま
ち
づ
く
り

熱エネルギーの脱炭素化促進 (メタネーション等)

・様々な分野での
脱炭素化

・熱エネルギーの
脱炭素化

グリーン水素の事例積み上げ・基盤づくり

グリーン水素の製造・サプライチェーン確立に向けた検討・推進

水素の地産地消
拡大

大規模開発・公共工事

エリアでの先進的取組

ゼ
ロ
エ
ミ
地
区
拡
大

標準化

％
Ｚ
Ｅ
Ｖ
化

100

建築物
(家庭・事業所における
省エネ・高断熱化)

家電の買替え促進（「東京ゼロエミポイント」）

既存住宅の断熱改修等の支援

再エネシェアリング設備稼働開始

補助メニューの拡充で進展、集合住宅への設置拡大設置補助等
による支援 新築建物への充電設備の設置義務化

ZEVの導入支援で拡大( EV、PHV、FCV、EVバイク、 FCバス・FCトラック）Ｚ
Ｅ
Ｖ
・
モ
ビ
リ
テ
ィ

ZEVの導入促進・活用

インフラの整備
(急速充電器・水素ST)

Well-to-
Wheelにおける
ゼロエミッション

まちづくりと一体となった地域エネルギー対策の強化
(「地域エネルギー有効利用計画制度」の強化)

まちづくりを通じた省エネ・再エネの促進 (住宅・建築物の省エネ基準の上乗せ検討等)

4脱炭素燃料の普及

・

都有施設でのグリーン水素の活用
社会実装化
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脱炭素化に向けたロードマップを強力に推進②

東京ベイeSGプロジェクト、晴海(選手村跡地)、東京港のカーボンニュートラルなどゼロエミ地区を都内に拡大



HTT・ゼロエミッション推進協議会(都民・事業者等への働きかけの推進など)

家庭の環境配慮活動 (「我が家の環境局長」事業等)

東京電力との連携（連携協定書を締結）

気候危機行動ムーブメント「TIME TO ACT」を通じた発信

発信の強化

業界団体・都関連団体・事業者との連携(省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム等)

スタートアップ連携の強化・スタートアップの創出促進
中小企業支援、大企業連携、技術開発の促進

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
東
京

2021 ～2026 ～2030 ～2050

ファンドの活用、脱炭素化に貢献するベンチャー・スタートアップを支援
グリーン系外国企業の誘致

基
盤
づ
く
り

金融面での誘導
(グリーン投資の推進)

カーボンハーフスタイルを推進する環境教育の充実

節電マネジメント(デマンドレスポンス)推進（家庭向け・企業向け)

教育

様々な主体との連携

気運醸成

都民・事業者向け広報の強化 (省エネ・補助制度の発信等)

区市町村、九都県市・一都三県・一都八県(東京電力エリア)など様々な自治体と連携

学校における
環境教育

サステナブルエネルギー
ファンドの組成
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国際展開

イノベーション

国際会議・イベントで
の発信(C40、eSGなど)

スタートアップ・エコシステム
東京コンソーシアム
の運営

キャップ＆トレード制度の強化

東京グリーンボンド活用

戦略的な海外広報展開

都市間協定などによる連携強化

脱炭素化に向けたロードマップを強力に推進③

企業の環境配慮活動
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